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「なごみの郷通所介護事業所」  重要事項説明書  

 

当事業所は、ご利用者様に対して指定通所介護サービス、指定介護予防 (以下

「 指定通所介護サービス」 という。 )及び指定 １日型デイサービス、指定短時間型

デイサービス (以下 「総合事業 」 という。 )を提供 します。事業所の概要や提供 され

るサ－ビスの内容 、契約上注意していただきたいことを次のとおり説明します。  

 

※  当サービスの利用は、原則 として要介護認定の結果 「 要支援 」 「 要介護 」 と

認定 された方 、及び広島市が行 ういきいき対策支援事業に基づいた利用を

される方が対象となります。  

 

◇◆目次◆◇  

１ ．  事業者  

２ ．  事業所の概要  

３ ．  事業実施地域及び営業時間  

４ ．  職員の配置状況  

５ ．  事業所が提供するサービスと利用料金  

６ ．  苦情の受付について  

７ ．  サービス利用に関する留意事項  

８ ．  事故発生時の対応  

９ ．  人権の擁護及び虐待の防止のための措置  

１ ０ ．  協力医療機関について  

１１．  提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

 

１ ．  事業所  

（ １ ） 設立主体     社会福祉法人  正仁会  

（ ２ ） 代表者氏名    理事長   二宮正則  

（ ３ ） 設立年月日    平成１ ２年 ８月 １日 （社会福祉法第３２条による） 

 

２ ．  事業所の概要  

 

事業所の目的  

６ ５ 歳以上の高齢者の方または、４ ０歳～ ６ ５歳未満

で加齢による特定疾病により身体上又は、精神上の障

害がある為 に日常生活 に支 障 がある方 を対 象 として、

身体的 、精神的 、社会的観点からのアプローチにより、

在宅 での生活に生き甲斐 を持 ち、生活レベルの向上 を

図ることを目的としています。  
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事業主体法人  

グループ理念  

医療と介護の切れ目のない連携を第一と考え、地域

社会に安心を提供し続けます。  

事業所の運営方針  

事 業 の目 的 と理 念 に基 づき、また介 護 保 険 制 度 の

趣旨 に従い、個 々のご利用者様 に対 して、在 宅 におけ

る生活の質の向上を目指すようサービスを提供します。  

事業所の名称  なごみの郷通所介護事業所  

事業所の所在地  広島市安佐北区落合南町１ ９ ６番 １  

電話 、Ｆ Ａ Ｘの番号  
℡  （ ０ ８ ２ ） ８ ４ １ ―１ ３ ３ ３  Fax  （ ０ ８ ２ ） ８ ４ １ － １ ３

３ ６  

介護保険  

事業所番号  

通所介護 、介護予防通所介護 、１日型デイサービス  

３４７０１０２８３５ 

短時間デイサービス  

３ ４ Ａ ０ １ ０ ０ ２ ２ ０  

施設長名  

（ 管理者 ）  
松林  克典  

開設年月  平成１ ４年 ５月 １ ５日  

利用定員  
通 所介護 ・ 総 合 事 業 1 日型 デイサービス： ４ ２ 人  

短 時間 デイサービス： １ ３ 人  

 

３ ． 事業実施地域及び営業時間  

（ １ ）  通常の事業の実施地域  広島市 （安佐北区 、安佐南区 、東区 ）  

（ ２ ）  営業日及び営業時間  

営業日  月曜日  ～  土曜日  

営業時間  月曜日  ～  土曜日    ８ ： ３ ０  ～  １ ９ ： ３ ０  

サービス提供時間  
月曜日  ～  土曜日    ８ ： ３ ０  ～  １ ７ ： ３ ０  

（ 相談の上 、変則対応及び延長も可能です。）  

年間の休日  日曜日 、年始 （ １日～ ３日 ）  

 

 

４ ． 職員の配置状況  

 〈 主 な職員の配置状況 〉  

※  職員の配置については、指定基準を遵守しています。  

管理者   1 名  

生活相談員  3 名  

介護職員  15 名  

看護職員  3 名  

機能訓練指導員  3 名  

管理栄養士  1 名  

歯科衛生士         1 名  
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５ ． 事業所が提供するサービスと利用料金  

（ １ ） 介護保険の給付対象となるサービス（契約書第５条 ）  

＜サービスの概要＞  

サービスの種類 内   容  

排   泄  
・ ご利用者様の状況に合わせ、トイレ誘導または排泄介助を行いま

す。  

入浴・清拭  

・  入浴は一般浴 （循環風呂 ） にて行います。  

・  浴槽は、５ ～ １ ０ 人程度がゆったりと入れるだけの大浴槽が

あり、職員がご利用者様の身体状況に合わせて入浴器具を

使 用 して身体 の保清 を行 います。寝 たきり状 態 等 のため一

般浴に入れない方は、併 設の“特 別養護老人 ホームなごみ

の郷 ”内にある特殊浴槽を使用した入浴も可能です。  

・  原則として希望者は入浴可能ですが、医療的観点にて入浴不

可の場合は清拭をします。  

機能訓練  
・  機能訓練指導員による機能訓練をご利用者様の状況に合わ

せて行います。  

健康チェック  
・  看護職員がバイタルチェック（ 血 圧 測 定 、脈 拍 測定 、検 温

等 ）及び、健康状態の助言を行います。  

介護相談  ・  ご利用者様及び家族代表者からの相談に応じます。  

送   迎  

・  リフト付の送迎車等で自宅から事業所までの送迎を行いま

す。ご利用者様の身体状況に合わせた車両を用意 し、送迎

を行います。  

ご利用者様の該当区分に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額を除いた金額（自己負

担額）をお支払いください。（ご利用者様の該当区分に応じて異なります。） 

 

（ ２ ） 介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第 6 条 ,第 7 条 ）  

   以下のサービスは、ご利用者様の負担となります。  

食事の提供 （食費 ）                                 

ご利用者様に提供する食事の費用です。  

料金 ： １食あたり６ ０ ０円  

食   事  

・  管理栄養士の立てる献立表により、栄養とご利用者様の身体

状況に配慮した食事を提供いたします。  

・  食物アレルギーまたは病院から食事制限を受けている方は、そ

れに配慮した食事内容または食事形態にします。参加時に必ず

お申し出下さい。  

・  行事の際は、お弁当やバイキング等を用意しています。  

※特別な食事及び食材を提供する場合、別途料金を負担していただくことがあります。 

（ ３ ）  「 サービス利用料金 （ １回あたりの自己負担金 ） 」 （ 契約書第 ５条 ）  

ご利用者様に支払いいただく負担金は、次表のとおりです。  

①  この金額は、介護保険の利用料に基づく金額です。  
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②  介護保険外のサービスとなる場合 （ サービス利用料の一部制度上の支

給限度額を超えた場合を含む。） には、全額自己負担となります。  

（ 介 護保険のサービスとなる場合には、居宅サービス計画 を作成する際

に居宅介護支援事業所 または地域包括支援センターの介護支援専門

員から説明のうえ、ご利用者様の同意を得ることになります。）  

 

③   利用料金の一覧表は以下のとおりです。（ 参考例 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本部分：通所介護】

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

を掛けた値が金額となります。

通常規模型

1,200

1191

1406

10.45

1,028

2,399

※利用料の算定については、利用単位の合計に

(１割負担の方)
利用者負担金
(２割負担の方)

利用者負担金
(３割負担の方)

941

1787

2110

2436

2759

3085

2,063

1,624

1,840

2,056

1,881

※実際の料金は算定の端数計算上、数円単位の誤差が生じる可能性があります。

5時間以上
6時間未満

673

3,207

3,599

703

812

920

1,624

要介護５

777

900

1,023

658要介護１

要介護２

要介護３

2,436

2,822
7時間以上
8時間未満

利用者負担金

688

812

1,069

1,376

要介護４

要介護５

596

880

984

※上記の基本利用料は厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これらの基本料金
　も自動的に改訂されます。その場合は事前に新しい基本料金を書面でお知らせします。

1,148

570要介護１

要介護２

要介護３ 777

2,138要介護４

(5級地　1単位：10.45)

所要時間
(1回あたり)

利用者の
要介護度 基本単位
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【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。

(1割負担の方)

円

生活機能向上

連携加算(Ⅰ)

当該加算の体制・人材要件を満たす場合

(1回につき)

ADL維持等加算

(Ⅱ)

20

1
日
に
つ
き

個別機能訓練
加算(Ⅰ)イ

当該加算の体制・人材要件を満たし、
利用者へ機能訓練を行った場合
(1日につき)

56
単
位 円

21

627

159 円 239

42

176

63

利用者負担金

加算額

単
位

117

ADL維持等加算
(Ⅰ)

個別機能訓練
加算(Ⅰ)ロ

個別機能訓練

加算(Ⅱ)

59 円

94円 円

※それぞれの要件を満たした上で機能
訓練を行った場合、イとロのどちらか
を算定。

76
単
位

1

月
に

つ
き

円

80 円

円209

5 5

円 126 円 189

単
位

単
位

介護サービス事業所の従業者が、利用開始時

及び利用中６月ごとに 利用者の口腔の健康状

態及び栄養状態について確認を⾏い、当該情

報を利用者を担当する介護⽀援専門員に提供

していること。

円円

16

円

単
位

314

円

円

円

円

円

円

141 円

円

円418

63

42

47

100

11

円

円

円

(２割負担の方)

加算の種類 加算の要件(概要)

入浴介助加算

(Ⅰ)
１
日
に
つ
き

入浴介助加算

(Ⅱ)

個別機能訓練加算(Ⅰ)に加えて、個別機能

訓練計画等の内容を厚⽣ 労働省に提出
し、フィードバックを受けていること

（CHASE へのデータ提出 とフィードバッ
クの活⽤）。

94

中重度加算 45
単
位

生活機能向上

連携加算(Ⅱ)

当該加算の算定要件を満たす場合

(1月につき)

当該加算の算定要件を満たす場合
(1月につき)

※(Ⅰ)・(Ⅱ)のどちらかを算定。

円

利用者負担金 利用者負担金
単位数

当該加算の算定要件を満たす場合

(1月につき)

21 63

単
位

105 209 円円

30

円円

60
単
位

円 172

200

20

31

(３割負担の方)

入浴介助を適切に行うことができる人
員及び設備を有して入浴介助を行う。

40
単
位 42 円 84 円 126 円

当該加算の算定要件を満たす場合
※ⅠとⅡは併算定不可

55
単
位 57 円 115

63

口腔・栄養スクリー

ニング加算(Ⅰ)

(１回につき)

口腔・栄養スクリー

ニング加算(Ⅱ)

(１回につき)

単
位

利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算

を算定している場合に、口腔の健康状態と栄

養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を

利用者を担当する介護⽀援専門員に提供して

いること。
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【減算】以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が減算されます。

利用者負担金 利用者負担金

(1割負担の方) (2割負担の方)

減算の種類

円

197

49

98

１
回
に
つ
き

38

12

介護福祉⼠50％以上

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉⼠70％以上

②勤続10年以上介護福祉⼠25％以上

①大規模型について、事業所規模別の報酬区分の決定にあたり、前年度の平均延べ利用者数ではなく、延べ

利用者数の減が生じた月の実績を基礎にできる。

円

295

47

円
以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉⼠40％以上

②勤続7年以上30％以上

148

94

円

円

円

利用単位の9.2％

利用単位の9.0％

利用単位の6.4％

円

円

円

円

円18

円 84 円

単
位

単
位

22
単
位

6

単
位

単
位

②感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月
の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よりも

5％以上減少している場合。

・利⽤者ごとの、ADL値、栄養状態、口腔機

能、認知症の状況その他の利用者の心⾝の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出し

ていること。

・必要に応じてサービス計画を見直すなど、

サービスの提供に当たって、上記の情報その他

サービスを適切かつ有効に提供するために必要

な情報を活用していること。

57円

円

46 69

126 円

基本報酬の3％を加算

減算額

感染症又は災害発

生を理由とする利
用者数の減少が一

定以上生じている
場合の加算

40
単
位

単位数
(3割負担の方)

利用者負担金

サービス提供
体制強化加算

Ⅰ

科学的介護推進
体制加算

(1月につき)

サービス提供
体制強化加算

Ⅱ

サービス提供

体制強化加算
Ⅲ

42

19

23

19

6

介護職員処遇改善

加算Ⅰ

介護職員処遇改善

加算Ⅱ

介護職員処遇改善
加算Ⅳ

減算の要件(概要)

利用者に対して、その居宅と指定通所介護
事業所との送迎を行わない場合        (片道

につき)

同一建物居住又は同一建物から利用する方
にサービスを行う場合(1日につき)

99
送迎を行わな
い場合の減算

※当該加算は区分支給限度額の
算定対象から除かれます。

円

円

介護職員処遇改善
加算Ⅲ 利用単位の8.0％

当該加算の算定要件を
満たす場合

※加算Ⅰ～Ⅳのいずれか
１つを算定する。

同一建物減算
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【基本部分：総合事業費】

＜1日型＞

( ) ( ) ( )

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

※利用料金の算定については、利用単位の合計に を掛けた値が金額となります。

＜短時間型＞

( 1 ) ( ) ( )

単位 円 円 円

単位 円 円 円

単位 円 円 円

【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。

(3割負担の方)

7,568

利用者の
要介護度 利用者負担金

基本単位

1798 (週1回の計画) 1,879

要支援1

当該加算の算定要件を満たす場合

(1月につき)

通所介護費(通所型サービス)　　[1月につき]

円418

1798

加算の種類 加算の要件(概要)

生活機能向上
連携加算Ⅱ

200

利用者負担金
(1割負担の方)

円

利用者負担金

利用者負担金

3,758

2割負担の方1割負担の方
利用者負担金

3割負担の方

5,6371,879

単位数

単
位

627

利用者負担金
(2割負担の方)

円418

4,862

9,784

加算額

円

3,241

6,523

314

円

209

3,758

単
位

円

利用者負担金利用者負担金
3割負担の方

627209

3,784

3,241

5,637

11,352

※実際の料金は算定の端数計算上、数円単位の誤差が生じる可能性があります。

※上記の基本利用料は厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これらの基本料金
　も自動的に改訂されます。その場合は事前に新しい基本料金を書面でお知らせします。

要支援2

10.45

1,551

3,121 3,261

割負担の方

要支援2

1,551 (週1回の計画) 1,620

(週2回の計画)

基本単位

利用者の
要介護度 利用者負担金

3621 (週2回の計画)

要支援1 1,620

通所介護費(通所型サービス)　　[1月につき]

4,862

2割負担の方

円

当該加算の算定要件を満たす場
合　　　　　　　　　　(1月に

つき)

円

栄養改善加算 円200

生活機能向上
連携加算Ⅱ2

100

209

単
位

105
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※  利用料金の算定については、利用単位の合計に１ ０ ． ４ ５ を掛けた値が、

合計金額となります。  

※  利用料金は算定の計算上 、数円単位の誤差が生 じる可能性かありま

す。  

※  事業所が送迎を行わない場合は片道につき 47 単位 、事業所と同一建

物に居住する場合は一日につき 94 単位減算いたします。  

R6.6.1現在

470

一体的サービス
提供加算

当該加算の算定要件を満たす場合
(1月につき)

480
単
位

502 円 1,004

157 円 313150
単
位

口腔機能向上加算

(Ⅰ)

口腔機能向上加算

(Ⅱ) 160
単
位

168 円 335 円 502

当該加算の算定要件を満たす場合
(1月につき)

円

円

円

円 126

円

円

円

円

368

276

184

円 184

552

226

42 円 84

1,505 円

126 376 円

円301

円

当該加算の体制・人材要
件を満たす場合   (１月に

つき)

※加算Ⅰイ、加算Ⅰロ又
は加算Ⅱのいずれか１つ
を算定する 25

要支援2

当該加算の算定基準に適合し、か
つ評価対象期間中、利用者の用支
援状態維持・改善の割合が一定以
上となった場合(1月につき)

単
位

単
位

120
単
位

176

要支援1

要支援1

451

75

150

単
位

円

円

円

150

サービス提供体
制強化加算Ⅱ

事業所評価加算

サービス提供体
制強化加算Ⅰ

72

要支援2 48

円

円50

100

円

75

円円

円

円円

151 円

50

円

250

利用単位の9.2％

利用単位の9.0％

利用単位の6.4％

介護職員処遇改
善加算Ⅰ

当該加算の算定要件を満たす場合
※加算Ⅰ～4のいずれか１つを算
定する。
※当該加算は区分支給限度額の算
定対象から除かれます。

介護職員処遇改
善加算Ⅱ

介護職員処遇改
善加算Ⅳ

要支援2

要支援1

92

24

144 円

88

科学的介護推進
体制加算

(1月につき)

・利⽤者ごとの、ADL値、栄養状態、口腔機

能、認知症の状況その他の利用者の心⾝の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出し

ていること。

・必要に応じてサービス計画を見直すなど、

サービスの提供に当たって、上記の情報その他

サービスを適切かつ有効に提供するために必要

な情報を活用していること。

40
単
位

サービス提供体
制強化加算Ⅲ 円

介護職員処遇改
善加算Ⅲ

利用単位の8.0％
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注１ )注 ２ )  算定要件を満たした場合のみ算定します。  

注３ ）  若年性認知症のご利用者様に対して１日につき算定します。  

注 ４ ） 注 ５ ）  栄養改善 、口腔機能向上のサービスを受けた場合 、月 ２回 で原則

３ ヶ月間算定します。  

注 ６ )注 ７ )  介護予防サービスは基本単位 と選択 メニューの組み合わせで算定 し

ます。  

（ ４ ）  利用料金の支払い方法 （契約書 7 条 ）  

・  上記のサービス利用料 と食費及びキャンセル料につきましては、口

座振替にて徴収させていただきます。  

・  口座振替は、1 日起算で月末の締めとして当月の代金が翌月 ２ ６

日に引き落とされます。  

・  ２ ６ 日が、金融機関の営業休日に当る場合 、引 き落 としは金融機

関の翌営業日となります。  

 

（ ５ ）  利用の中止 、変更 、追加 （契約書第８条 ）  

・  利用予定日の前に、ご利用者様の都合及び希望により、通所介護サ

ービスの利用を中止 、変更あるいは新たなサービスの利用を追加するこ

とができます。この場合にはサービスの実施日の前日までに事業所にお

申し出てください。  

・  利用予定日の前日 １ ８ ： ０ ０ までに申 し出がなく、それ以降に利用の中

止を申 し出 された場合 、キャンセル料 として当日の食費 を申 し受けます。  

・  サービス利用の変更 ・追加の申 し出に対 して、事業所の稼働状況によ

りご利用者様の希望する期間にサービスの提供ができない場合 、他の

利用可能日時を提示して協議します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

18 

 

６ ． 苦情の受付について  

    当事業所における苦情や相談は以下の専用窓口で受け付けます。  
                     

 

   受付窓口  担当者氏名 ：   寺島
て ら し ま

 宏之
ひ ろ ゆ き

  連絡先  （ ０ ８ ２ ） ８ ４ １ － １ ３ ３

３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ）  苦情の受付  

 苦情は面接 、電話 、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付け

ます。また、施設内にある苦情受付箱への投稿によっても受付いたしま

す。なお、第三者委員 （ 当施設の理事 ・ 職員以外で、理事会にて選考

された中立 ・公平性が確保 された者二名 ） に直接申し出る事もできます。  

 

（ ２ ）  苦情受付の報告 ・確認  

苦 情 受 付 担 当 者 が受 けた苦 情 を苦 情 解 決 責 任 者 と第 三 者 委 員

（ 苦情申出人が第三者委員への報告を拒否 した場合を除 く。） に報告

いたします。第三者委員は内容を確認し、苦情申出人に対して、報告を

受けた旨を通知します。  

 

 （ ３ ）  苦情解決の為の話し合い  

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話 し合い、解決に努

めます。その際 、苦情申出人は、第三者委員の助言や立会いを求める

ことができます。  

  なお、第三者委員の立会いによる話し合いは、次のとおり行ないます。  

ア、  第三者委員による苦情内容の確認  

イ、  第三者委員による解決案の調整 、助言  

ウ、  話し合いの結果や改善事項等の確認  

 

受付 
担当職員 

第三者委
管理者 理事長 

連絡 

利用者 

苦情記録簿 

改善計画書 

記入･報告 

必要に応じ 

対応 

対
応 

連絡 連絡 

苦情の経路 
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（ ４ ）  都道府県運営適正化委員会の紹介  

 当施設で解決できない苦情は、広島県社会福祉協議会に設置された

運営適正化委員会に申し立てることができます。また、介護保険にかか

わる事柄 については広島市各区介護保険相談窓口及び広島県国民

健康保険団体連合会も利用することができます。  

 

【 広島県社会福祉協議会連絡先 】  

（ 住  所）   広島市南区比治山本町  １ ２－ ２  

（ 電話番号）   ０ ８ ２－ ２ ５ ４－ ３ ４ １ ９  

（ ファクシミリ）   ０ ８ ２－ ２ ５ ０－ ５ １ ５ ５  

 

【 広島県国民健康保険団体連合会  介護保険課  介護第二係連絡先 】  

（ 住  所）   広島市中区東白島町  １ ９－ ４ ９  国保会館  

（ 電話番号）   ０ ８ ２－ ５ ５ ４－ ０ ７ ８ ３  

（ ファクシミリ）   ０ ８ ２－ ５ １ １－ ９ １ ２ ６  

【 広島市各区役所介護保険相談窓口 】  

 

７ ． サービス利用に関する留意事項  

（ １ ）  施設 ・設備の使用上の注意 （契約書第 12 条参照 ）  

・  施設 、設備 、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。  

・  故意にあるいは、わずかな注意 を払えば避けられたにもかかわらず、施

設 、設備を壊 したり、汚 したりした場合には、ご利用者 様の自己負担に

より原状に復 していただくか、または相当の代価 を支払いいただく場合

があります。  

・  当事業所の職員や他のご利用者 様に対 し、迷 惑 を及ぼすような宗教

活動 、政治活動 、営利活動を行うことはできません。  

 

（ ２ ）  喫煙  

  事業所内の喫煙は、所定の位置でお願いいたします。  

 

（ ３ ） その他  

・  サービス従事者に対する贈り物や飲食等のもてなしは、遠慮させていただきます。 

・ 事業所内における、ご利用者様同士のトラブル防止の為、金品の授受を禁止させてい

ただきます。なお、事業所外の金品授受についても事業所は一切関知いたしません。 

（ ４ ） サービス従業者への禁止行為 

利用者及び家族との信頼関係をもとに、安心、安全な環境で質の高いサービスを

提供できるように以下の例のような行為は禁止させていただきます。 
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＜サービス従業者への禁止行為例＞ 

〇暴力又は乱暴な言動 

・物を投げつける、刃物を向ける、服を引きちぎる、手を払いのける 

・怒鳴る、奇声、大声を発する、誹謗中傷 など 

〇セクシュアルハラスメント 

・従業者の身体を触る、手を握る、腕を引っ張り抱きしめる 

・性的な内容の発言（性的事実関係を尋ねる内容）、性的な嫌がらせ行為 など 

〇モラルハラスメント（道徳的に問題となる言動、態度） 

・従業者の容姿や身体的なことを軽蔑する言動や態度 

・従業者に対しての嫌味や侮辱するような言動や態度 

・故意に無視したり、無理な仕事、要望を押し付けたりする行為 など 

〇カスタマーハラスメント 

・正当な理由なく解雇を求める 

・理不尽な苦情、執拗な指摘、対面や電話等による従業者の執拗な時間拘束 など 

〇その他行為 

・従業者の自宅の住所や電話番号を何度も聞く 

・ストーカー行為 

・従業者が恐怖を感じる行為 など 

 

８ ． 事故発生時の対応  

   事業所が行 う通所介護サービス及び総合事業の提供により、事故が発生し

た場合には、速やかにご利用者様の家族代表者 、居宅介護支援事業所 、市町

村に連絡を行い、必要な措置を迅速に講じます。  

 

９ ． 人権の擁護及び虐待の防止のための措置  

事業所は、ご利用者様の人権の擁護 、虐待の防止等のため、次の措置を講じま

す。  

・ 人権の擁護 、虐待の防止等に関する責任者の選定及び必要な体制の整備  

・ 成年後見制度の利用支援  

・ 苦情解決体制の整備  

・ 虐待の防止を啓発 ・普及するための従業員に対する研修の実施  

・ その他 、ご利用者様の人権の擁護 、虐待の防止等のため必要な措置  
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１ ０ ． 協力医療機関について  

なごみの郷通所介護事業所の協力医療機関は下記のとおりとなります。 

 

医療機関の名称 医療法人社団  恵正会  二宮内科 

院長名 二宮 正則 

所在地 広島県広島市安佐北区可部 ５－１４－１６ 

電話番号 ０８２－８１０－０１８８ 

 

・サービスの提供を行っているときに、ご利用者様の病状の急変が生じた場合、その他必要な

場合は、速やかに主治医又は協力医療機関に連絡をとるなど必要な措置を講じます。 

・診療費は、自己負担となります。 

 

１１． 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

実施の有無  

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  
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私は、本書面に基づいて、乙の職員（氏名：             ㊞ ）から上記契約の内容と重要

事項の説明を受けたことを確認し、指定通所介護サービス及び総合事業の提供開始に同意し

ました。 

また、本契約を証するため、甲・乙は署名または記名押印のうえ本契約書を２通作成し、甲・乙

各１通保有します。 

 

                                 令和   年   月   日  

 

 

 

【 ご利用者 （甲 ） 】 住  所                            

                    

                     氏  名             印  

 

【 家族代表者 】  住  所                           

                    

                     氏  名             印  

 

<事業者 （乙 ） > 

           【 事業所所在地 】  〒７ ３ ９－ １ ７ ３ ２       

    広島市安佐北区落合南町 １ ９ ６ 番 １      

           【 法人名 】       社会福祉法人  正仁会  

           【 事業所名 】      なごみの郷通所介護事業所  

           【 代表者氏名 】       施設長    松林  克典  

              

 

              

 

 


